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本年に入ってからの世界的な新型コロナウイルスの蔓延は、需要・供給両面に突然の

消失をもたらし、マクロ経済や企業経営に大きな影響を与えている。我々の生活様式も

大きく変わろうとしており、企業においてはリモートワーク、会議のオンライン化など、

「働き方」が大きく変わった一方で、大学も大きく変貌している。 

筆者が所属する大学でも、新年度に入ってから入構制限がかけられ、入学式を含むす

べてのセレモニーや物理的な活動は中止となり、授業はすべてオンラインに移行した。

またこれまで日本の大学では政策的に留学生が急増し、JASSOの統計によれば、昨年５

月の時点で高等教育機関在籍者数は 23 万人程度であったが、クロスボーダーの渡航制

限等により交換留学は停止され、私費留学生や日本人学生の経済問題も顕在化している。 

今年度に入ってから我々教員もオンライン授業を行うことを突如強要され、学期を通

じて常時オンライン教材作りに追われた。オンライン授業には３つの型があり、①資料・

課題提示型、②オンデマンド型（収録動画配信型）、③リアルタイム配信型（同時双方

向型）である。筆者は講義では 2 番目のオンデマンド型（収録動画配信型）、ゼミ、大

学院ではリアルタイム配信型で授業を行ったが、所属大学での学生へのアンケート調査

によれば、オンデマンド型、リアルタイム配信型については、非常に評価が高く、単に

資料と課題を提示する資料・課題提示型の評価は低かった。とりわけオンデマンド型は

「満足」とする学生が 85％と突出して高かったのが特徴である。 

評価が高い理由として、オンデマンド型はいつでもどこでも講義を繰り返し聞けるこ

と、教員とのコミュニケーション手段が確保されていること（オンデマンド型では大学

システム運用、リアルタイム講義配信型ではチャット利用。一方通行でなく双方向で

あったこと）、教員が学生の声を直接吸い上げ授業改善をしてくれたこと、などが上位

を占めた。 

オンライン授業の効用は、教員の授業の「質」が目に見える形になることだろう。そ

の科目の授業が体系化されているか、先行研究を踏まえているか、本質を捉えているか

などが一目で分かることになる。一方学生からは課題が多いなどの不満も多いが、それ

は裏を返せば勉強時間の確保ができてきた、ことを意味する。 
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筆者は大学教育の質保証に関して様々な議論に参加してきたが、そこで常に指摘され

てきたのが「日本の大学生は勉強しない」ことである。これには、就活で大学の成績が

評価されないなどの企業との接続上の理由やアルバイトで時間を割かれるなどの経済

的理由もあるが、日本の大学生の週の勉強時間がアメリカの大学生に比べて極端に少な

いことは変わらないファクトであった。それが、オンライン授業で学生がより真摯に授

業に取り組み、時間を割いているのが、今回の大きな効用だったのではないか。学生と

の質問コーナーでも、多くの学生が積極的に質問をしてきており、「主体的に勉強する」

ことについてもオンライン授業は一定の効果があったと考える。 

また学術研究面への影響については、文科省が科学官・学術調査官に本年５月に行っ

たアンケート調査によれば、以下のようなポイントが指摘された。例えば研究施設への

立ち入り制限、図書館の閉鎖、事務体制縮小による発注・納品の停滞、海外を含む研究

者コミュニケーションの制約、オンライン授業による研究時間の圧迫、就職困難や留学

生減少による院生確保の問題、などである。もっとも研究者コミュニティについては、

現在 webinarも盛んになり、国際的オンラインの研究会、学会などでの研究コミュニケー

ションは以前よりも容易になっている。また海外の研究者との学術コミュニケーション

手段も ResearchGate などで大きく進展している。 

ポスト・コロナ時代の科学技術政策については現在内閣府で第 6期科学技術基本計画

を策定中であるが、Society 5.0 を実現させる社会システム基盤の構造改革、ポスト・コ

ロナの「新秩序」への Japan Model の主導的貢献、科学技術への公的資金の集中的投資、

パンデミックへの対応も含む強靭なレジリエンス社会の創設、データ・オリエンテッド

な社会構造の構築、そして知識とデータからの価値を生む源泉としてのヒトへの投資拡

大などが論点となっている。こうした科学技術政策に貢献すべく、大学に求められる役

割は依然大きい。 

最後に、大学は社会貢献にも力を入れていく必要がある。WSJ によれば、近年アメリ

カのトップスクールは、学生や同窓会からの突き上げもありエンダウメント投資におい

て化石燃料産業への投資を「Divestment」したという。大学の影響力は大きく、年金基

金など同調する動きもあるが、政治的だ、あるいはリターンを低下させるなどの批判も

ある。とはいえ現在このように SDGs 推進における大学の役割は非常に大きくなってお

り、前述の Japan Model ではないが、それぞれの大学がそれぞれのモデルを構築し、企

業とも連携しながら、社会課題解決への貢献を進めていくことこそがポスト・コロナ時

代には益々重要になっていくと言えよう。 

（IIMAメールマガジンへの寄稿） 
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